１　電子メディアをめぐる動き

（１）現状

ア  背景

青少年を取り巻く社会は、近年、急速に変化しており、情報化、国際化、少子化などに伴う影響は、かつてなく大きい。特にテレビ、テレビゲーム、さらにパソコン、携帯電話などの電子メディアの急速な開発、普及は、身近な所ではなかなか出来なかった娯楽や学習などがネット上で出来る道を開いた。また、これまで一方的だった情報の流れを、利用者とマス・メディア間、さらに利用者間の双方向に変えるなど、伝達の手段、機会を広げている。

その半面で、生活、健康面、精神世界に大きな影響を及ぼし、特に子どもたちの心身の発達の遅れやゆがみなどの悪影響が指摘されてきた。その上、電子メディアが関わる犯罪（被害、加害の両面にわたって）の低年齢化、凶悪化は危機的状況にあり、その活用の在り方が根本的に問われている。

イ　テレビ・テレビゲームなどとの接触状況

（ア）広島市において、平成13年と平成16年に、小・中・高校生の電子メディアの利用状況を調査した（資料１、資料２参照）。

平成13年の調査によると、小学校６年生の場合、４時間以上テレビを視聴している者の割合は、平日では26％、日曜日では41％であり、また２時間以上テレビゲームをしている者の割合は、平日では20％、日曜日では31％であった。

平成16年の調査によると、小学校６年生の場合、４時間以上テレビを視聴している者の割合は、平日では36％、休日では58％であり、２時間以上テレビゲームをしていた者の割合は、平日では20％、休日では35％であった。

また、平成13年の調査では、中学校３年生の場合、２時間以上インターネットをしている者の割合は、平日では５％、日曜日では７％であったものが、平成16年の調査では、平日では13％、休日では23％であった。このように、電子メディアとの接触がより長時間化している傾向が見られる。

また、平成13年の調査では、小・中・高校生の保護者も対象にアンケートを実施しており、電子メディアにより、「他者と直接触れ合って人格を形成する機会や社会性を身に付ける機会を少なくしている」、「間接体験・擬似体験の増加や仮想現実の世界に浸り、現実の自分を見失う」、「性や暴力などの有害情報が容易に入手でき健全な育成に悪影響を与えている」といった弊害が「あると思う」と答えた保護者は、それぞれ70％以上となった。「ポルノ画像」、「残虐画像」、「犯罪をあおるなどの有害情報」に対し、それぞれ保護者の約70～90％が「情報発信者やプロバイダーへの法的規制、自主規制が必要と思う」と答えた。

（イ）広島市において、平成16年に、保育園と幼稚園の保護者に対して家庭における子どものテレビ・ビデオ等の利用実態について調査した。これによると、幼児の保護者の約70％が、テレビに子守りをしてもらっていると感じていると回答した。（資料３参照）
ＮＨＫ放送文化研究所の平成15年調査によると、０歳児で約40％、幼児で約70％の保護者が、テレビに子守りをさせていると答えている。また、同研究所の「子どもに良い放送プロジェクト　フォローアップ調査中間報告第１回調査報告（平成15年10月）では、０歳児のテレビ・ビデオに接触している時間が１日平均約３時間50分というデータがある。

　　　　　平成16年には、社団法人日本小児科医会「子どもとメディア」対策委員会と社団法人日本小児科学会こどもの生活環境改善委員会が、電子メディアと接触する子どもの低年齢化と長時間化に警鐘を鳴らす提言を出している（資料５参照）。特に「子どもとメディア」対策委員会の提言では、２歳までの子どものテレビ・ビデオの視聴を控えることや、電子メディアへの接触する時間は１日２時間までとしている。また、こどもの生活環境改善委員会は、乳幼児を対象にした調査結果に基づき、テレビがついている時間が８時間以上の家庭で、テレビを見ている時間が４時間以上の子どもの場合、それぞれ８時間未満の家庭で４時間未満の子どもの場合よりも「意味のある言葉を話すのが遅れる」危険性が２倍高いと指摘した。

このほかにも、小児科や脳科学の研究者の中には、テレビやテレビゲームなどに集中することにより、青少年の疲労への影響や、思考や記憶、感情の制御などを司る脳の前頭前野の活動の低下への影響などを指摘する者がいる。

ウ　携帯電話、インターネットなどの状況

青少年の犯罪が増え、凶悪化、低年齢化が著しい。未成年者の被害も増えている。加害、被害の両面にわたって、携帯電話やパソコンなどによる有害情報が、直接、間接的に犯罪の引き金になるケースが多いことが、青少年に関する事件報道などで示されている。

総務省の情報通信白書（平成16年版）によれば、インターネットの利用率は小学生で約62％にも達し、低年齢化が著しい。

また、平成16年に広島市が実施したアンケートによると、自分が使える携帯電話の所持率は、中学校３年生で50％、高校３年生で94％となっている。

出会い系サイトに関係した児童買春などの事件が、全国では、平成15年には1,743件起き、この２年間で２倍近くに急増したが、平成16年には1,582件に減少した。広島県内では、平成16年には16件となっている。

　　　　さらに、中傷メール、「メル友」へのストーカー行為など青少年が加害者となるケースも報告されている。法外な費用を請求される「ワン切り」の被害も含めて、メディア漬け、メール漬けは膨大な料金負担を強いられている。その支払いのために犯罪を生む悪循環をもたらしている。

　　　　このように電子メディアは、かってない利点をもたらしているのと裏腹に、大きな危険性も伴っているといえる。身の周り、日々の生活から見直していかなければならない。

さらにテレビに限らず、パソコン、携帯電話などから発する電磁波の健康への悪影響も問題にされ始めた。これに対して、総務省は、長期にわたる携帯電話の使用が脳腫瘍の発生に及ぼす影響は認められないとの見解を出しているが、欧米では青少年対策で規制する動きも出ている（（３）諸外国での取り組み参照）。心身が未発達な段階で電子メディアと接触する機会が多い状況の中で、今後、注意を払うべき課題であろう。

（２）国内の動き

ア　法律の制定・改正

近年、電子メディアに関連する法規制が強化されてきた。刑法の改正をはじめ、いわゆる児童買春・ポルノ処罰法、迷惑メール規制法、プロバイダー（インターネットへの接続サービスを提供する事業者や団体）の規制法、不正アクセス禁止法などが制定された。さらに、平成15年には、出会い系サイト規制法が制定された。

イ　国の取り組み

平成15年には、内閣総理大臣を本部長とする青少年育成推進本部で「青少年育成施策大綱」が作られた。メディアを活用する能力の向上、各種メディアを通じた有害情報対策、インターネット上の違法・有害情報への対応など、電子メディアへの取り組みにも本腰を入れる兆しが見える。

　　　　これを受け、平成16年４月には、国の課長クラスからなる青少年育成推進課長会議で「青少年を取り巻く環境の整備に関する指針」がまとめられた。国の取り組みとして、国民の意識啓発、調査研究、メディア・リテラシー（メディアを利用する技術や伝えられた内容を分析する能力）の向上のための教育、取り組みの促進、業界団体との意見交換などを挙げている。地方公共団体には有害環境の実態などについて積極的な情報提供、住民などの各種環境浄化活動の推進、事業者の自主規制の促進などを要請している。また業界団体には、テレビの放送業界に対してテレビの放送時間帯への一層の配慮、携帯電話事業者やインターネット業界に対してインターネット上の有害環境への対応、技術開発、利用者の意見を反映した取り組みなどを各業種に求めている。

ウ　他の自治体、市民の取り組み

福岡、鳥取、奈良、大阪、福島、東京などの都府県では、青少年健全育成条例を改正し、インターネットから流される有害情報について、プロバイダー、電子メディア機器の販売者などに自主規制を求めたり、パソコンなどにフィルタリング（インターネット上の情報について、一定の条件により、受信するかどうかを選択することができる仕組み）の機能を有するソフトウェアの活用などの努力義務を課すなどの規定を盛り込んだ。

また、茨城県の東海村や長崎県、宮崎県、東京都、長野県などの小学校や幼稚園、福岡のＮＰＯ（非営利団体）などで、テレビなどを見ない日を設けるなどの活動が行われている。参加した人からは、子どもが見たかったというよりは親が見せていた、家族の会話が増えたという感想が出されている。

エ　事業者の取り組み

電子メディアに関する問題については、発信者側の事業者に大きな責任がある。

テレビ業界の取り組みとしては、前述のＮＨＫ放送文化研究所の「子どもに良い放送プロジェクト　フォローアップ調査」があげられる。この調査は、映像メディアが子どもたちの心身の発達にどのような影響を与えているか科学的に解明するため、ＮＨＫが教育、医学、心理の専門家と共同で行うプロジェクトで、平成14年に誕生した子ども約1000人を対象に、平成15年から12年間にわたり追跡調査を行うものである。

また、ＮＨＫと民間放送連盟加盟社により平成15年７月に設立されたＢＰＯ（放送倫理・番組向上機構）の「放送と青少年に関する委員会」では、青少年に対する放送や放送番組のあり方について視聴者からの意見などを基に審議し、その結果などを公表している。
テレビゲーム業界では、ゲームソフトの内容を審査するための組織を設けて、対象年齢や暴力、性などの内容を分類し、表示するレーティング（段階や等級による格付け）制度を導入している。

またインターネット業界では、インターネット接続サービスについての事業者の対応に関するガイドラインを設けたり、フィルタリングソフトを導入している。

このような電子メディア業界の自主的な取り組みが人々に周知されていない、あるいは取り組みが不足していると認識されていることが、法律や制度、取り締まり面の強化を求める声となり、国や自治体の取り組みの背景にある。

（３）諸外国での取り組み

インターネットに関しては、たとえば米国では、サイバー・ポルノなどを対象とした「通信品位法」による規制が最高裁判所で憲法違反とされたこともあって、教育・政府機関や事業者、さらにＮＰＯが主体となり、メディア・リテラシーを高める取り組みが進められている。カナダも同様である。

ドイツでは「青少年保護法」と「テレメディアと放送における人権と青少年保護に関する州際協定」で、インターネットのコンテンツに関する規制（有害指定）やプロバイダーの責任を問うことができるようになっている。韓国の「青少年保護法」でも同様である。

国レベルだけでなく、米国では日本に先駆けてカリフォルニア州など15州が迷惑メールなどを厳しく規制する法律を定めている。虚偽の伝達情報の禁止や成人向け広告の識別表示の義務付けなどで、ネバダ州では10万ドル以下の罰金も課している。

テレビに関しては、イギリス、ドイツにおいては、子ども番組をもとに作られたキャラクター商品等の広告と番組の放送番組を分離する取り組みが行われている。

米国では、テレビ番組の内容についてだけでなく、テレビの視聴時間に焦点を当てた活動を行うＮＰＯがある。毎年４月末に１週間テレビを消して生活しようという活動には、米国やカナダをはじめ世界で、2000年には600万人が参加したと報告されている。
また、イギリスでは、電子メディアなどが発する電磁波の心身に及ぼす影響が問題になり始めている中、児童の携帯電話の使用自粛の指導に乗り出している。

これらの取り組みを大きく分けると、メディア・リテラシーの向上を狙いとした取り組みと、情報発信者や媒体者への規制を狙いとした取り組みがある。各国の事情によりウエイトの置かれ方に違いは見られるが、いずれにしても社会全体で電子メディアがもたらす弊害への対応が始められている。
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